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決定
 “企業－政府”の対話情報ポータルに参加する個人・単位・機関の間に結合規定の制定 

ヴィン・フック省人民委員会
2003年11月26日付きの人民委員会と人民代表会議の組織法に基づく
2005年11月29日付きの投資法に基づく
2006年9月26日付きの情報技術法に基づく
企業に法理支援に関しての2008年5月28日付きの政府の議定、第66/2008/NĐ-CP号に基づく
行政官の電子ポータルか電子情報のウェブサイトでオンライン公衆サービス、情報を供給することに関しての2011年06月13日付きの政府の議定、第43/2011/NĐ-CP号に基づく
 “企業－政府”の対話情報ポータルに参加する個人・単位・機関の間に結合規制の制定に関する2012年10月12日付きの省人民委員会の事務所の定義書、第229/TTr-VP号に基づく
決定
	第1条．www.doithoaidoanhnghiep.vinhphuc.gov.vnというウェブサイトにて”企業－政府”の対話情報ポータルに参加する個人・単位・機関の間に結合規制をこの決定に添付する制定
　　第2条．発行日の後、10日目からこの決定が効力を有します。
　　省人民委員会の官房長、省投資促進支援委員会の委員長、官庁の幹部、県、市、町の人民委員会の委員長、”企業－政府”の対話情報ポータルに参加する個人・単位・機関の社長がこの決定を実行する。

	 (代表)人民委員会
委員長
 (署名)

Phùng Quang Hùng
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規制
 “企業－政府”の対話情報ポータルに参加する個人・単位・機関の間に結合
 (2012年10月15日付きのヴィン・フック省人民委員会の決定No34/2012/QĐ-UBNDに添付するの公布


第1章
一般要件
第1条．適用範囲、適用対象
1．適用範囲
この規制はwww.doithoaidoanhnghiep.vinhphuc.gov.vnというウェブサイト(以下企業対話ポータルという)にて”企業－政府”の対話情報ポータルに参加する個人・単位・機関の間に結合する責任に関する規定である。
2．適用対象
法人としての企業、経済組織と個人は企業対話ポータルのメンバになることを承認される。(以下、企業という)
官庁、県、市、町人民委員会、省で社会政治組織　(以下　返事機関という)
第2条．活動、結合原則
1．法律の規定により、返事機関の権限、任務、機能に基づいて結合。
2．企業を返事するのに対して、責任感、イニシアチブを発揮し、互いに支援する。
3．企業対話ポータルは法律の規定により情報を供給する原則を保証する。
4．企業対話ポータルで出す前に、返事内容は返事機関の幹部に許可される。返事機関の社長は返事内容の法理性に関して責任を持つ。
第3条．対話言語、内容
1．対話内容
a) 企業経営、製造、投資に関係する行政手続き、法律、政策に関して企業の建議、疑惑の質問である。
b) 省の自然条件、社会経済情報、投資環境、社会経済発展概況計画、分野計画の情報は規定により公開する。
c) 企業のクレーム、告訴にかんしての内容がない。
2．対話言語：ベトナム語か企業により英語、日本語、韓国語、中国語のような外国語。外国語で対話する場合、ベトナム語での書類に対照しなければならない。

第2章
関係個人、単位、機関の組み合わせの責任
第4条．企業対話の活動組織
1. 企業対話ポータルは省投資促進支援運営委員会常任の指導に活動される。(以下運営委員会常任という)
2. 省投資促進支援委員会は企業の質問を受けて、一括してから、幹事、返事機関に送っていくのを運営委員会常任に手伝う。
3. 企業対話ポータルのメンバになった企業は投資促進委員会と返事機関の仕える対象である。
4. 返事機関
a) この規制の第1条2項b目が定めた単位・機関を含む
b) 返事機関リストは返事機関の変更の時、適当に調整される。(名称の変更、解散、合併、新開設)
第5条．返事機関の責任
1. 一般責務
a) 運営委員会常任の幹事より企業が送ってきた質問を研究し、答える。
b) 企業に返事する時間、内容に関する責任を持つ。
c) 返事する前に、人民委員会が指導する意見をお願わなければいならない質問内容の場合、運営委員会常任に報告する。
d) 毎日情報を直接に受けるために使いを発して、官庁が管理する範囲に返事分野を発録し、この規制の第8条が定める時間の間に質問を受け、処理し、返事し、企業対話ポータルで返事内容を更新する内側のプロセスを作る
e) 企業のデータを設立し、企業対話ポータルのメンバになるように企業が投資促進支援委員会に情報を供給する。
f) この規制が効力を有する日から30日目までこの規制の第４条4項におけるリストの機関は第5条1項d目における情報を運営委員会常任に送る責任をもつ。(投資促進支援委員会を通じる)
2．投資促進支援委員会の責任
a) 企業対話ポータルを設立するために通信情報局と協力し、企業対話ポータルの活動の全部を幹事し、組織し、情報を流通する過程を円滑に保証する。
b) 企業の質問に応じる返事機関まで幹事する。
c) この規制の第3条2項によって返事内容をベトナム語を外国語に翻訳することを返事機関に手伝う　(返事機関が可能でない場合)
d) 返事時間の間に返事機関に喚起する。主観でこの規制、第8条が定める返事時間のうちに企業に返事しない場合、すぐに運営委員会に報告する。
e) 通信情報局と結合し、省人民委員会の事務所とともに運営委員会常任の指導によって企業対話ポータルに参加されるように専門教育に関するコースを組織する。
f) 通信機関とともに関係企業、単位まで企業対話ポータルを広告する。
3．省人民委員会の事務所の責任
a) 投資促進支援委員会とともに活動の全部を監督、検査し、返事機関に企業の質問を返事するのを喚起する。
b) 企業対話ポータルの活動を観察して、総合して、研究することに専門家を充てる。
4．通信・情報局の責任
a) 企業対話ポータルを管理し、運営委員会常任の指定によってシステムに参加する対象に権力を分ける。
b) 技術インフラ、伝送路、公安を守り、システムのデータ機密性保護、企業対話ポータルを円滑に活動する責任をもつ。
c) 必要な時、設備を直し、代わり、保守し、システムを営繕することを実現する。
d) 企業対話ポータルが規定による他のシステムと付き合うために技術、科学に関係する解答がある。企業の情報と関係機関、単位を検索しやすいんだ。
第6条．企業の責任
1. 企業対話ポータルのメンバになった時、投資促進支援委員会の指導により情報を十分に供給する。
2. この規制の第3条1項が定めた内容に基づいて対話に参加する。
3. 企業対話ポータルが効果的にもっと活動するために、解答を提案し、建議する。

第3章
実現組織
第7条．企業がメンバになるための審査
1. 企業対話ポータルのメンバになる企業条件は投資促進支援委員会に同規制の第1条1項において規定された。ウェブサイトで指導している。
2. 企業対話ポータルを通じて企業の発録を受けた後、投資促進支援委員会は企業が提供した情報を検査して、条件が十分だったら企業がメンバになる。
第8条．勤務制度
1. 投資促進支援委員会から送ってきた質問を受ける日から5営業日を超えなくて、返事機関は企業対話ポータルを通じて質問を見て、答える。
2. 以下の場合は総返事時間が5営業日を超えられるが、10営業日を超えない。同時に返事機関は企業と投資促進支援委員会に返事が遅い理由を報告する。
a) 質問内容が返事機関の権限を超えるから、権限がある機関の意見を取られなければならない。(中央機関の意見を取る質問に対して返事機関の返事時間に意見を待つ時間を数えない)
b) 色々な機関・単位に関係する質問内容
c) 同規制の第3条2項が定める質問、返事内容は外国語に翻訳しなければならない。
3. 色々な機関・単位に関係する質問内容に対して、運営委員会常任は返事機関の1社を指定する。この機関は関係機関・単位の意見を取り、総合して、企業を返事する責任を持つ。
4. 質問が返事機関の任務、機能に応じない場合、質問を受ける機関は投資促進支援委員会に返す。投資促進支援委員会は質問に応じる任務、機能がある機関に引き渡す。
5. 企業対話ポータルを通じなくて、企業は返事機関に質問を直接に送る場合、返事機関は答える。それから、返事し次第に企業対話ポータルのデータに総合、更新される質問、返事内容を入れる責任を持つ。
6. 企業対話ポータルを通じて返事以外、返事機関は運営委員会常任か企業要求の時、返事文書を提供する責任を持つ。
第9条．会議制度、報告情報
1. 運営委員会常任は返事機関、メンバ代表(企業)と６ヵ月に１回会議を行う。企業対話ポータル活動の効果を高めるために活動を総合し、方向を取り上げることを目的とする。定期会議以外仕事の要求だから、突出の会議を行える。
2. 定期３ヵ月に１回
a) 人民委員会の事務所は運営委員会常任に返事機関が同規制を実施することを報告する。
b) 投資促進支援委員会は運営委員会常任に企業対話ポータルの活動事情、対話結果を報告する。
c) 通信情報局は企業対話ポータルの技術事情を報告する。
第１０条．活動経費
活動を維持し、企業対話ポータルを発展する経費は省の予算から取る。ある原則：A機関の任務だったら、A機関こそが見積りを作って、権限機関に提出する。
第１１条．顕彰、規律
同規制の実施中に成績が取れる個人・組織は権限機関に検査、顕彰される。個人・組織が違犯だったら、違犯によって処理する。
第12条．実行条項　
1. 投資促進支援委員会の委員長、官庁の幹部、県、市、町の人民委員会、企業対話ポータルに参加する個人・単位・機関の幹部はこの規制を実施する責任を持つ。
2. 同規制を実施しているうちに、困ったら、企業対話ポータルに参加する個人・単位・機関は省人民委員会が検査して、調整するためにすぐに報告する。
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付属書
 “企業‐政府”の対話情報ポータルに参加する個人・単位・機関の間に結合規定に添付する
2012年10月15日付きのヴィン・フック省人民委員会の第34/2012/QĐ-UBND号に添付する制定)

返事機関リスト：
1. 投資計画局
2. 財務局
3. 農村発展と農業局
4. 資源環境局
5. 商工局
6. 工業団地管理委員会
7. 建設局
8. 交通・運輸局
9. 通信・情報局
10. 教育訓練局
11. 厚生局
12. 文化・スポーツ・観光局
13. 労働・傷兵・社会局
14. 科学技術局
15. 内務局
16. 外務局
17. 司法局
18. 省検査
19. 民族委員会
20. 敷地解放と土地発展委員会
21. 省人民委員会の事務所
22.  人民代表会議の事務所と省国会代表団
23.  省の軍事指揮局
24.  警察省
25.  警察消防局
26.  省の課税局
27.  省の統計局
28.  ベトナム国家銀行－支援：ヴィンフック省
29.  省の国家金庫
30.  省の社会保険
31.  ヴィンフック関税局
32.  ヴィンフック省の新聞
33.  省の放送協会
34.  投資促進支援委員会
35.  腐敗防止に関する運営委員会の事務所
36.  投資環境改善案件管理委員会
37.  省工事建築案件管理委員会 
38. Vinh Yen市人民委員会
39.  Vinh Phuc町人民委員会
40.  Song Lo県人民委員会
41.  Lap Thach県人民委員会
42.  Tam Dao県人民委員会
43.  Tam Duong県人民委員会
44.  Binh Xuyen県人民委員会
45.  Vinh Tuong県人民委員会
46.  Yen Lac県人民委員会
47.  ヴィンフック省でのベトナム祖国戦線
48.  省ベテラン会
49.  省女性連合会
50.  省農民会
51.  ヴィンフック省でのホーチミン共産青年団
52. 省労働連合
53. 省共同組合同盟




